
■

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

居宅サービスに係る利用者負担額の助成、訪問介護利用者に対する利用者負担額軽減措置、社会福祉法人等による利用料負担の軽減措
置に伴う助成

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険サービス整備等事業 所管部局 福祉部

1 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険サービス利用者負担軽減事業

2 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険施設管理事業

事業概要

66.3

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

(1)負担額の助成が高額医療合算介護
サービス費確定後の助成になるため、申
請してから助成するまでに１年半程度、
時間を要する。

(2)対象となる全施設で実施となってい
ないため、低所得者対策として、未実施
の施設には引き続き申請を促す必要があ
る。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

(１)居宅サービスに係る利用者負担額の助成
・助成件数
令和４年度　12件　令和５年度　6件　 令和６年度　4件

(２)訪問介護利用者に対する利用者負担額軽減措置
　　利用者なし

(３)社会福祉法人等による利用料負担の軽減措置に伴う助成
実施申し出法人数　令和４年度　13法人（吹田市内の27法人中）
　　　　　　　　　令和５年度　14法人（吹田市内の27法人中）
                 令和６年度　14法人（吹田市内の28法人中）

・助成法人数（他市の法人を含む）
　令和４年度　６件　令和５年度　５件　令和６年度　３件

・助成額
　令和４年度　326,778円
　令和５年度　289,550円
　令和６年度　252,093円

決算額
(千円)

589 442 332
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
67.4 50.7

20.2

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

維持管理については、施設の経年劣化が
激しく、適宜修繕を行っている。中には
築30年が経つ施設もあり、修繕等の維持
管理費が一定額必要となっている。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

市立の老人デイサービスセンター、認知症高齢者グループホーム、
吹田市介護老人保健施設において、指定管理者制度（利用料金制
度）のもと、大規模な修繕と工事等の維持管理業務を実施。
・令和４年度決算額内訳　主な項目      合計　86,176千円
    工事請負費　    　70,268千円
　　需用費　　　     　9,416千円
　　備品購入費　    　 3,485千円
　　委託料　　         2,339千円
　　その他　　　　       671千円
　
・令和５年度決算額内訳　主な項目    　合計　63,241千円
　　工事請負費        51,057千円
　　需用費　　　     　7,449千円
　　委託料　　         2,317千円
　　備品購入費　　     1,372千円
　　その他　　　　     1,046千円

・令和６年度決算額内訳　主な項目      合計　125,740千円
　　需用費　　　     114,622千円
　　備品購入費　　     8,534千円
　　委託料　　           888千円
　　その他　　　　     1,696千円

決算額
(千円)

86,179 63,241 125,740
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
98.1 83.3

介護保険施設管理（指定管理者施設管理）

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

1/3



□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定、介護人材確保、新型コロナウイルス感染症対策支援、福祉施設等物価高騰対策応援金

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険サービス整備等事業 所管部局 福祉部

3 所管
室課

高齢福祉室 事業名 高齢者施策推進事業

4 所管
室課

高齢福祉室 事業名 高齢者福祉施設補助事業

事業概要

61.5

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

(２)介護業界全体の課題となっている人
材不足の解消や業務負担の軽減に向け
て、より一層効果的な取組が求められて
いる。特に、高齢化が進み人材確保に課
題のある居宅介護支援事業所に対して支
援を行う必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

介護人材の確保や生産
性向上等、福祉の現場
を支える施策を効果的
に取り組む。特に、人
材不足に悩む介護支援
専門員の業務効率化を
推進するために必要な
支援を行う。

(１)高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定・推進
・社会福祉審議会高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画推進専門
分科会会議　１回開催
(２)介護人材確保
・介護資格取得支援　受講（受験）者延べ53名　2,058千円
（介護職員初任者研修13名、介護福祉士実務者研修21名、介護福祉
士試験19名）
・介護職員等喀痰吸引等研修（実地研修）修了者15名
・介護職員等処遇改善支援事業委託業務　オンライン研修参加人数
12人、専門家の個別相談回数延べ6回
・介護保険サービス事業所人材確保支援事業委託業務　オンライン
研修参加人数11人、専門家の個別相談回数延べ6回
・介護支援専門員資質向上研修　1回（参加者16名）
・面接会の実施 ハローワークとの共催　2回（参加企業18社、参加
者61名、就職者15名）
・セミナーの実施　地域経済振興室及び障がい福祉室との共催　1回
（参加者11名）
(３)新型コロナウイルス感染症対策支援（介護サービス事業所等に
対するサービス提供体制確保）　34事業所　令和6年度で終了
(４)介護保険サービス事業所物価高騰対策応援金
　67,400千円（522事業所）
　※新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の充当によ
り、R5の一般財源の比率が減少しています。（11.6％→1.8％）

決算額
(千円)

315,086 682,846 118,440
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
27.2 1.8

20.4

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

(4)第9期計画（令和6年度(2024年度)～
令和8年度(2026年度)）で定める新設の
地域密着型サービス事業所の必要整備数
を満たすため、公募し事業者を選定し
た。
　また、令和5年度末をもって認知症高
齢者グループホーム1か所が、急遽、廃
止となったことにより生じた、必要利用
定員の不足を補うため、公募したが応募
がなかった。第9期中の整備は、スケ
ジュール上、困難な状況にある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

中長期的な人口動態や
医療ニーズ等を踏まえ
て、サービス基盤の整
備のあり方を検討す
る。

(1)地域密着型サービス整備補助
　令和4年度 218,736千円(1法人) 令和5年度 219,414千円(1法人)
　令和6年度       0千円
(2)軽費老人ホーム事務費補助
　令和4年度 69,520千円(3法人) 令和5年度 69,049千円(3法人)
　令和6年度 72,856千円(3法人)
(3)認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援
　令和4年度  8,580千円(1法人) 令和5年度 13,382千円 (2法人)
　令和6年度 74,425千円(1法人)
(4)介護施設等の施設開設準備経費等支援
　令和4年度 47,255千円(1法人) 令和5年度 65,539千円(2法人)
　令和6年度      0千円
(5)新型コロナウイルス感染症対策支援
・介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事
業（簡易陰圧装置の設置、多床室の個室化等）
　令和4年度 100,709千円(4法人) 令和5年度 36,960千円(4法人)
　令和6年度 210,833千円(2法人)
・高齢者施設等におけるPCR検査等実施支援
　令和4年度 11,867千円(12法人) 令和5年度 6,979千円(6法人)
(6)地域密着型サービス事業者の選定
　選定　2法人、3事業（認知症高齢者グループホーム、看護小規模
多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

決算額
(千円)

456,876 411,322 358,281
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
17.9 18.5

地域密着型サービス整備補助、軽費老人ホーム事務費補助、認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援、介護施設等の施設開設準
備経費等支援、新型コロナウイルス感染症対策支援

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

2/3



□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

老人福祉施設整備基金積立

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険サービス整備等事業 所管部局 福祉部

5 所管
室課

高齢福祉室 事業名 老人福祉施設整備基金積立事業

所管
室課

事業名

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の市内における高齢者の動態等を見
極めつつ、施設整備等への基金の積立を
含め、有効に活用していくことが課題

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

有効的な基金の活用方
法について検討してい
く。

老人福祉施設の整備促進を目的とした、社会福祉法人等への補助金
の財源に充てる。

・実績額
　預金利子
　　令和４年度        2,330円
　　令和５年度        1,326円
　　令和６年度       56,766円
　寄付等
　　令和４年度            0円
　　令和５年度            0円
　　令和６年度　384,367,279円

・令和６年度末基金積立残額
　　　　　519,487,294円

決算額
(千円)

2 1 384,367
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

3/3



0

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

国保連合会共同電算処理事務、介護保険事務業務委託計画、介護保険情報提供

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

1 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険総務事業

2 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険関係システム事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

委託事業者を主体にナレッジ管理、マ
ニュアル整備、業務見直し等を行ってい
る。職員は、委託事業者の委託事務管理
を行うことで業務知識の維持・向上に努
めている。吹田市・事業者間で業務に対
する課題等を日々共有している。
システム標準化及び令和９年度に事務委
託の更新を控え、業務見直し・委託範囲
の最適化を行う必要がある。特にシステ
ム標準化でシステムで実行できていたこ
とができなくなるため、工数が増え事務
委託費の増額が見込まれる。また、ケア
プラン点検の委託化や収納補助業務との
一本化などを検討している。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

ケアプラン点検を事務
委託に追加することを
検討している。

(１)介護保険事務委託
　令和２年度債務負担行為（令和２年度～令和９年度）
・契約期間　令和３年３月１日～令和９年９月３０日
（令和３年３月から同年９月までは準備期間、令和３年10月から本
番移行）
・令和４年度決算額　　　152,111,520円
・令和５年度決算額　　　152,111,520円
・令和６年度決算額　　　152,111,520円

決算額
(千円)

166,723 165,664 169,255
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

制度改正が多く、その度にシステム改修
の必要があり多額の費用が発生する。
システム標準化への移行が令和８年３月
に実施予定であり、スムーズなシステム
移行が早急の課題。システム標準化は標
準にないカスタマイズが原則認められな
いため、今までシステムで出来ていたこ
とが手作業に後退する事務もあり、人件
費、事務委託事業費が増大する恐れがあ
る。現行実施しているシステム標準化対
応業務は、標準仕様書２．１版までの対
応となり、その後の版に対応するため、
さらに標準化対応業務を進める必要があ
る。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

介護保険システムの保守運用、介護保険法改正、システム標準化に
対応するための介護保険システムの改修。
・介護保険システム構築及び保守運用業務
　債務負担行為（令和元年度～令和11年度）
　令和４年度決算額　26,442,180円
　令和５年度決算額　26,442,180円
　令和６年度決算額　26,442,180円

令和４年度
・特定個人情報データ標準レイアウト改版対応業務　6,787,000円
・介護訪問調査システムとの連携対応業務　6,600,000円　他
令和５年度
・介護保険システム標準化Fit＆Gap対応業務　9,302,480円
・介護保険システム法改正対応業務　15,972,000円　他
令和６年度
・介護保険システム標準化対応業務　53,610,700円
・介護保険システム法改正対応業務　 2,425,000円

決算額
(千円)

54,247 67,909 97,292
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護保険システム管理

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

高齢福祉室 第１号被保険者還付加算金事業

高齢福祉室 一般会計繰出事業

所管室課 事業名 所管室課 事業名

高齢福祉室 第１号被保険者保険料還付事業

1/11



□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

介護保険料等滞納整理

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

3 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険料等滞納整理事業

4 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険賦課徴収事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

対象となる高齢者には低所得の方が多
く、滞納整理業務を行っているものの、
債権回収には結びつかない現状がある。
現行の介護保険システムでは滞納整理機
能が不十分であり、多くの手作業が発生
しており、効率化の面で課題である。
滞納整理に特化した債権管理システムの
導入が急がれるが、スケジュールどおり
進んでいない現状である。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

督促発行件数（令和６年度より賦課徴収費事業より移動）
令和４年度       12,767件
令和５年度       12,620件
令和６年度       12,456件
催告発行件数
令和４年度        7,669件
令和５年度        6,994件
令和６年度        6,651件

債権管理課への移管（令和４年度から実施）
人数・金額
令和４年度　　19人　6,407,126円
令和５年度　　 7人　1,589,576円
令和６年度　  13人　4,637,504円

原課差押え（令和５年度から実施）
令和５年度　件数　4件　換価金額　645,467円
令和６年度　件数　4件　換価金額　283,166円

決算額
(千円)

2,123 2,066 5,680
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

コンビニ収納及びスマートフォン納付を
開始以来、着実に利用数が伸びており、
スマートフォン決済の種類を増やす等、
収納率向上及び市民の利便性向上に努め
ている。一方郵便局のeLTax未対応納付
書の手数料が令和8年4月1日に1件550円
との通知があった。介護保険システムで
のeLTax対応可能時期は未定であり、対
応を検討する必要がある。
納付勧奨業務、介護保険料決定通知の
コールセンター業務、収納補助業務を委
託化している。一部事務委託との統合も
視野に入れ、さらなる事務の効率化を図
る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

介護保険料コンビニエンスストア等収納業務
・コンビニ収納実績
　　　　令和４年度　 25,559件
　　　　令和５年度   30,239件
　　　　令和６年度   31,468件
・スマートフォン納付実績
　　　　令和４年度    1,546件
　　　　令和５年度 　 1,703件
　　　　令和６年度    3,125件

吹田市介護保険料収納補助・納付勧奨・コールセンター業務
令和４年度    21,273,186円
令和５年度    21,273,186円
令和６年度    20,601,944円

決算額
(千円)

56,750 58,334 55,984
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護保険賦課徴収

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

2/11



□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

,

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

介護認定審査会

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

5 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護認定審査会事業

6 所管
室課

高齢福祉室 事業名 認定調査等事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

原則30日以内での結果通知が遅れている
現状を鑑み、認定申請から認定審査会開
催までの事務処理の効率化が図れるよ
う、取り組んでいる。また、令和6年10
月より取り組んでいる、認定審査会のオ
ンライン（若しくは対面とのハイブリッ
ド）開催では、69％の合議体において実
施できており、委員の移動等の負担軽
減、効率化につながっているものと考え
ている。今後も、DXを含めたあらゆる工
程の事務効率が図れるよう、取り組んで
いく。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

認定審査会のオンライ
ン開催等、ＤＸを含め
たあらゆる工程の事務
処理の効率化を進め
る。

被保険者からの申請に基づき、認定審査会を開催し、要介護・要支
援認定を行った。

　　　　　　　　　令和４年度　　令和５年度  　令和６年度
審査会開催日数　 　 226日　　　　　238日        237日
審査会開催回数　　  535回　　　　　517回        446回
　　　認定件数 　16,356件　　 　16,449件     14,149件

決算額
(千円)

136,495 133,764 119,640
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者人口の増加に伴い、調査件数の増
加も見込まれるが、直営調査員の高齢化
が進み、離職のリスクが高まっている。
今後も円滑に調査業務を進めるため、令
和５年度から事務受託法人による調査委
託を開始したため、今後も円滑に調査業
務を進めるため、直営や居宅介護支援事
業所への委託に加え、令和５年度から開
始した事務受託法人も活用し、様々な方
法で認定調査が滞ることなく実施できる
よう検討する必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

事務受託法人の調査委
託を活用し、円滑に調
査業務を実施する。

被保険者からの申請に基づき、直営及び委託（居宅介護支援事業者
等及び事務受託法人）による認定調査を行った。

令和４年度　調査件数　　　　　　　　　 　17,925件
　　　　　　内訳：直営　　　　　　　　　　8,997件
　　　　　　　　　居宅介護支援事業者等　　8,928件
　　　　　　調査委託事業所数 　　 　　　401事業所

令和５年度　調査件数　　　　　　　　　　 16,322件
　　　　　　内訳：直営　　　　　　　　　　7,163件
　　　　　　　　　居宅介護支援事業者等　　6,224件
　　　　　　　　　事務受託法人　　　　　　2,935件
　　　　　　調査委託事業所数　　　　　　391事業所

令和６年度　調査件数　　　　　　　　　　 14,674件
　　　　　　内訳：直営　　　　　　　　　　6,673件
　　　　　　　　　居宅介護支援事業者等　　3,130件
　　　　　　　　　事務受託法人　　　　　　4,871件
　　　　　　調査委託事業所数　　　　　　352事業所

決算額
(千円)

101,880 110,790 134,033
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

認定調査等

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

居宅介護サービス等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

7 所管
室課

高齢福祉室 事業名 居宅介護サービス等給付事業

8 所管
室課

高齢福祉室 事業名 施設介護サービス等給付事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　13,218,108,135円
令和５年度給付費　14,166,162,996円
令和６年度給付費　15,053,193,939円

決算額
(千円)

13,218,108 14,166,163 15,053,194
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　6,624,509,903円
令和５年度給付費　6,899,368,893円
令和６年度給付費　7,042,671,664円

決算額
(千円)

6,624,510 6,899,369 7,042,672
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

施設介護サービス等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

4/11



□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

居宅介護福祉用具購入費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

9 所管
室課

高齢福祉室 事業名 居宅介護福祉用具購入事業

10 所管
室課

高齢福祉室 事業名 居宅介護住宅改修事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　37,887,547円
令和５年度給付費　39,261,712円
令和６年度給付費　44,602,599円

決算額
(千円)

37,888 39,262 44,603
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　54,188,756円
令和５年度給付費　56,338,837円
令和６年度給付費　51,732,516円

決算額
(千円)

54,189 56,339 51,733
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

居宅介護住宅改修費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

居宅介護サービス計画等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

11 所管
室課

高齢福祉室 事業名 居宅介護サービス計画等給付事業

12 所管
室課

高齢福祉室 事業名 地域密着型介護サービス等給付事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　1,585,527,668円
令和５年度給付費　1,650,066,899円
令和６年度給付費　1,710,088,037円

決算額
(千円)

1,585,528 1,650,067 1,710,088
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　3,193,918,406円
令和５年度給付費　3,473,502,882円
令和６年度給付費　3,683,933,275円

決算額
(千円)

3,193,918 3,473,503 3,683,933
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

地域密着型介護サービス等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

介護予防サービス等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

13 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護予防サービス等給付事業

14 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護予防福祉用具購入事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　525,385,918円
令和５年度給付費　569,412,021円
令和６年度給付費　611,734,498円

決算額
(千円)

525,386 569,412 611,734
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　10,729,793円
令和５年度給付費　11,800,739円
令和６年度給付費　14,495,435円

決算額
(千円)

10,730 11,801 14,495
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護予防福祉用具購入費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

介護予防住宅改修費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

15 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護予防住宅改修事業

16 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護予防サービス計画等給付事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　36,211,692円
令和５年度給付費　40,141,822円
令和６年度給付費　34,713,013円

決算額
(千円)

36,212 40,142 34,713
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　125,353,433円
令和５年度給付費　135,326,642円
令和６年度給付費　149,273,519円

決算額
(千円)

125,353 135,327 149,274
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護予防サービス計画等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

地域密着型介護予防サービス等給付費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

17 所管
室課

高齢福祉室 事業名 地域密着型介護予防サービス等給付事業

18 所管
室課

高齢福祉室 事業名 審査支払手数料事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

地域密着型介護予防サービス等給付事業
にかかる介護サービスは、介護補予防認
知症対応通所介護・介護予防小規模多機
能型居宅介護、介護予防認知症対応共同
生活介護であり、介護サービスの利用対
象が少数であることから、利用者の増減
により事業費の増減が発生する。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　3,125,604円
令和５年度給付費　2,244,624円
令和６年度給付費　3,534,793円

決算額
(千円)

3,126 2,245 3,535
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度審査支払手数料　24,739,539円
令和５年度審査支払手数料　26,066,240円
令和６年度審査支払手数料　27,364,963円

決算額
(千円)

24,740 26,066 27,365
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

審査支払手数料

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

高額介護サービス費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

19 所管
室課

高齢福祉室 事業名 高額介護サービス事業

20 所管
室課

高齢福祉室 事業名 高額医療合算介護サービス事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　755,436,257円
令和５年度給付費　817,737,294円
令和６年度給付費　884,538,924円

決算額
(千円)

755,436 817,737 884,539
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　116,381,655円
令和５年度給付費　120,022,067円
令和６年度給付費　136,444,044円

決算額
(千円)

116,382 120,022 136,444
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

高額医療合算介護サービス費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和６年度

施策コード 313 施策 介護保険制度の安定的運営

事業概要

特定入所者介護サービス等費支払

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

管理事業 介護保険運営事業 所管部局 福祉部

21 所管
室課

高齢福祉室 事業名 特定入所者介護サービス等事業

22 所管
室課

高齢福祉室 事業名 介護保険給付費準備基金積立事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

高齢者の増加に伴い、今後、サービス利
用者が増加することが想定されるため、
長期的には事業費の増加が見込まれる。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

令和４年度給付費　413,426,685円
令和５年度給付費　410,067,932円
令和６年度給付費　401,423,160円

決算額
(千円)

413,427 410,068 401,423
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

第９期計画（令和６年度～令和８年度）
においては、保険料算定にあたり基金を
全額（30億円）取崩すことにより、保険
料の引き下げを行った。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

基金の運用について関
係所管と調整し、次期
保険料改定においても
有効に活用できるよう
に取り組む。

令和４年度積立額　　825,816,178円
　　　　　取崩額　　774,734,000円
　　　　　残　高　3,046,671,513円
令和５年度積立額　　872,655,884円
　　　　　取崩額　1,135,445,000円
　　　　　残　高　2,783,882,397円
令和６年度積立額　　894,935,773円
　　　　　取崩額　　617,927,000円
　　　　　残　高　3,060,891,170円

決算額
(千円)

825,816 872,656 894,936
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護保険給付費準備基金積立

活動実績 年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名
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